
○志摩市成年後見制度利用支援事業助成金支給事務実施要綱 

令和8年3月11日 

告示第24号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、民法(明治29年法律第89号)の規定に基づく成年後見制度

の利用に当たり、必要となる費用を負担することが困難である者に対し、

志摩市成年後見制度利用支援事業助成金(以下「助成金」という。)を支給

することに関し、志摩市補助金等交付規則(平成16年志摩市規則第60号)に

定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(支給対象者) 

第2条 助成金の支給対象者(以下「対象者」という。)は、次の各号のいずれ

にも該当する者とする。 

(1) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 市内に居住し、かつ、住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)の規定

により市内に住所等を記録又は登録している者 

イ 市が介護保険法(平成9年法律第123号)の規定により保険者となって

いる者 

ウ 市が法令の規定により援護を行っている者 

(2) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 生活保護法(昭和25年法律第144号)の規定に基づく被保護者である

者 

イ 成年後見人、保佐人又は補助人(以下これらを総称して「成年後見人

等」という。)の報酬を支払うことが困難であると市長が認めた者 

(対象費用) 

第3条 助成の対象となる費用は、成年後見等開始審判申立に要する費用及

び成年後見人、保佐人又は補助人(以下これらを総称して「成年後見人等」

という。)の報酬の全部又は一部とする。ただし、成年後見人等の報酬助成



の金額は、家庭裁判所が決める金額(対象者の資産状況により対象者が一部

を負担できる場合は、その額を除いた額)の範囲内とする。 

2 前項の規定による成年後見人等の報酬助成額は、施設入所又は長期入院

している者については月額18,000円を、在宅者については月額28,000円を

上限とする。 

3 前項の規定にかかわらず、家庭裁判所が審判した成年後見人等の報酬に

係る対象期間の始期及び終期の属する月については、月額の上限額を日割

計算した額を上限とし、在宅期間と施設入所又は長期入院している期間が

混在する月については、在宅の日数を助成の上限額により日割計算した額

と、施設入所又は長期入院している日数を助成の上限額により日割計算し

た額を合算して、助成金額の上限とする。 

4 前項の規定により日割計算した上限額に1円未満の端数があるときは、そ

の端数を切り捨てるものとする。 

(助成金の申請) 

第4条 助成金の交付を受けようとする支給対象者又は成年後見人等(以下

「申請者」という。)は、志摩市成年後見制度利用支援事業助成金支給申請

書兼実績報告書(様式第1号)に必要書類を添えて、市長に申請するものとす

る。 

2 申請者は、前項の規定による申請に当たっては、対象者の施設入所等の

生活状況及び資産状況の変化について併せて申し出なければならない。 

3 第1項の規定による申請は、家庭裁判所の報酬付与の審判が確定した日の

翌日から起算して1年以内に行わなければならない。 

(支給決定等) 

第5条 市長は、前条第1項の規定による申請の内容を審査し、助成金の支給

を決定し、及び額を確定したときは志摩市成年後見制度利用支援事業助成

金支給決定通知書兼額確定通知書(様式第2号)により、助成金の不支給を決

定したときは志摩市成年後見制度利用支援事業助成金不支給決定通知書



(様式第3号)により申請者に通知するものとする。 

(助成金の請求) 

第6条 前条の規定により助成金の支給決定を受けた者は、志摩市成年後見

制度利用支援事業助成金支給請求書(様式第4号)を市長に提出するものと

する。 

(被後見人等死亡後の報酬助成) 

第7条 第2条に規定する助成の対象者が死亡した場合において、当該対象者

に係る成年後見人等の報酬に未払いのものがあるときは、市長は、当該成

年後見人等に対し、直接助成金を支給することができる。 

2 前項の規定における助成金の額は、家庭裁判所が決定した額(対象者の遺

留財産を報酬に充てることができる場合は、その額を除いた額)と助成上限

額を比較していずれか少ない額とする。 

3 第1項の規定による支給を受けようとする成年後見人等(以下「特例申請

者」という。)は、志摩市成年後見制度利用支援事業助成金申請書(特例用)(様

式第5号)に必要書類を添えて市長に申請するものとする。 

4 市長は、前項の申請があったときは、その内容を審査の上、助成金の支

給を決定し、及び額を確定したときは志摩市成年後見制度利用支援事業助

成金支給決定通知書兼確定通知書(特例用)(様式第6号)により、助成金の不

支給を決定したときは志摩市成年後見制度利用支援事業助成金不支給決定

通知書(特例用)(様式第7号)により特例申請者に通知するものとする。 

5 前条の規定は、助成金の支給決定を受けた特例申請者について準用する。

この場合において、志摩市成年後見制度利用支援事業助成金支給請求書(様

式第4号)とあるのは志摩市成年後見制度利用支援事業助成金支給請求書

(特例用)(様式第8号)と読み替えるものとする。 

(成年後見人等の報告義務) 

第8条 成年後見人等は、対象者の資産状況及び生活状況に変化があった場

合には、資産状況等変更報告書(様式第9号)により、速やかに市長へ報告し



なければならない。 

(助成金の返還等) 

第9条 市長は、第5条の規定により助成金の支給決定及び額の確定を受けた

申請者が次の各号のいずれかに該当するときは、助成金の支給決定の全部

又は一部を取り消し、既に交付した助成金の全部又は一部を返還させるこ

とができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により助成金の支給を受けたとき。 

(2) その他助成金を支給することが不適当と認められる事実があったと

き。 

(その他) 

第10条 この要綱に定めるもののほか、助成金の支給に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この告示は、令和8年4月1日(以下「施行日」という。)から施行する。 

(適用区分) 

2 この告示の施行日前に生じた成年後見等開始審判申立に要する費用及び

成年後見人等の報酬に係る助成金の支給のうち、その支給の申請が施行日

以降になされたものである場合は、志摩市成年後見制度に係る市長による

審判請求手続等に関する要綱(令和8年志摩市告示第23号)附則第2項による

廃止前の志摩市成年後見制度利用支援事業実施要綱(平成28年志摩市告示

第21号)の規定にかかわらず、この告示の規定により手続等を行うものとす

る。 
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